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まちづくり指標設定の
考え方
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政策名

施策名 地域コミュニティの充実

安全でみどり豊かな 人がつながるまちの形成
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交通政策室、八田窓口サービスセンター、白根窓口サービスセンター、芦安窓口サービスセンター、若草窓口
サービスセンター、甲西窓口サービスセンター、観光商工課
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Ａ：地域コミュニティ活動への参加度合いを示す。
　【市民アンケートの『あなた自身またはご家族のどなたかが、地域（コミュニティ）活動に参加していますか』において、
　　「行っている」「どちらかというと行っている」と回答した人の割合】
Ｂ：地域活動に関する市民の評価を示す。
　【市民アンケートの『自治会（地域コミュニティ）の活動やイベントに満足していますか』において、
　　「満足している」「やや満足している」と回答した人の割合】
Ｃ：地域コミュニティへの参加度合いを示す。
　【毎年4月1日の自治会加入報告世帯数÷住民基本台帳世帯数×100】
Ｄ：市民の自主的活動の状況を示す。
　【市民活動センターが把握している市内に事業所を有する認証NPO法人数（４月１日現在）】
Ｅ：公共交通機関の利用環境に関する市民の評価を示す。
　【市民アンケートの『路線バスなど公共交通機関の運行状況に満足していますか』において、
　　「満足している」「やや満足している」と回答した人の割合】
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年度の実績評価）

Ａ：10年間でH24年度の自治会加入世帯割合（75%）と同等の参加割合を目指す。
Ｂ：市自治会連合会設立により市内自治会の不均衡を統一したことにより５年間で約10%の上昇を見込む。
Ｃ：合併から加入率は10%減少している。H25年度から市自治会連合会を設立し、市と連合会との自治会強化対策の
取り組みにより、5年間で約2%の上昇を見込む。
Ｄ：過去５年間（第1次総合計画後期計画期間）の実績をもとに、５年間で約５団体の増加を見込む。
Ｅ：地域との協議による新たな交通網の検討により、5年間で約5%程度の上昇を見込む。

 ①　対象（誰、何を対象としているのか）＊人や自然資源等

市民
世帯
自治会

 ②　意図（この施策によって対象をどう変えるのか）

市民の交流が深まる。
地域コミュニティ活動に気軽に参加する人が増える。

人

３　予算等の推移

対象の大きさを表す指標　⇒　２－①　対象指標 意図の達成度を表す指標　⇒　２－②　まちづくり指標

２　指標の推移、指標設定の根拠等

指標区分、指標名

（
予
算
額
の
内
訳
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４　評価結果（施策の有効性評価）

① 目標達成度評価（目標値と実績値との比較） 

目標値より高い実績値だった

目標値どおりの実績値だった

目標値より低い実績値だった

② 時系列比較（過去３ヶ年程度の比較）

成果がかなり向上した

成果がどちらかと言えば向上した

成果はほとんど変わらない（横ばい状態）

成果がどちらかと言えば低下した

成果がかなり低下した

③ 他自治体との成果実績値の比較

かなり高い成果水準である

どちらかと言えば高い成果水準である

ほぼ同水準である

どちらかと言えば低い成果水準である

かなり低い成果水準である

④ 住民の期待する成果水準との比較

かなり高い成果水準である

どちらかと言えば高い成果水準である

ほぼ同水準である

どちらかと言えば低い成果水準である

かなり低い成果水準である

５　まとめ（課題の抽出とその解決に向けた取り組み）

施策の課題
（現状の問題点）

※左記の理由

※左記の理由

年度間の推移は、若干下がっているものがあるものの、ほぼ横ばい状態となってい
る。地域活動への参加世帯の割合は、わずかではあるが下降傾向にあり、逆に自
治会活動に対する満足度は、上昇傾向にある。公共交通の便利さについては、コ
ミュニティバスの路線見直し等もあったためか、満足度が４ポイントほど伸びている。
こうしたことから、全体的には横ばい状態となっている。

※左記の理由

※左記の理由

○ＮＰＯの人員、財政など
体力不足である。
○ＮＰＯと地域（行政含む）
との連携が不足している。
○ＮＰＯ等による地域貢献
を促す仕組みが不足して
いる。

ＮＰＯの担い手となる市民が行政に対する
関心を深め、地域の課題や子育て支援な
ど地域のニーズに対して取り組み、活動が
活性化される事で人材育成や財源の確保
につながるとともに行政とＮＰＯ等の連携が
強化される。

〇ＮＰＯ等の団体の活動を促進するため、活動内容を把握し活動
場所や地域の課題やニーズなどの情報を提供し、活動の担い手
となる市民を増やし人材育成など広く支援を行っていく。
〇ＮＰＯ等の支援を行う市民活動センター（支援組織）の役割を充
実させる。

○市内移動や近隣鉄道駅等へのアクセス機関となるコミュニ
ティーバスの運行については、全体ニーズや地域特有の利用
ニーズ等を捉える中で、今後も路線の見直し等による改善を図っ
ていく。また、リニア開通を捉えた公共交通のあり方も併せて検討
していく。
○高齢者タクシー券は、交付率、利用率等を踏まえ、交付基準と
なる要件や年間交付枚数などの支援のあり方を検討していく。
○本市と都心を直接結ぶ唯一の交通機関となる高速バス路線が
有効に利用され、維持されるよう利用促進を目的としたＰＲ等を
行っていく。

これからの高齢化の進行
を考えると、運転免許証の
返納者などマイカー移動
の出来ない交通弱者の増
加が想定される。
今後の交通弱者や来訪者
に利用しやすい公共交通
サービスの確立は重要な
課題のひとつになる。
また、リニア開通や中部横
断道の全線共用開始など
社会環境の変化も捉える
中で考えていく必要があ
る。

○地域ニーズにあったコミュニティーバスの
運行
○高齢者タクシー券による支援
○高速バス路線の利用促進

○協働のまちづくりを推進
するため自治会の自主
性、自発性が理解されて
いない。
○自治会と行政の情報の
共有化が不足している。
○地域の課題解決のため
地域自治を担える人材が
不足している。

地域住民が主体となり、地域の課題等に対
する解決策等を自ら考え、実践する組織と
しての自治会並びに自治会連合会を支援
していく。

具体的な改善策・取り組み内容

○自治会組織の自主性、自発性について、自治会役員の意識の
高揚を図り、自治会自らが考え、行動していけるよう助言、指導を
していく。
○各自治会が持つ課題等に対し、自治会連合会（常任理事会）
が課題解決の一助となるよう、その役割を認識し、専門委員会等
で調査・検討していく。
○行政情報をわかりやすく自治会に伝達するとともに、自治会役
員のための補助事業等に関する説明会を開催し、相互に理解を
深め、円滑な自治会活動が行えるよう支援していく。

課題解決の方向性

市民アンケートによると、地域コミュニティに関する重要視度５０．７％に対し満足度
は３０．７％、ＮＰＯなど市民活動に関する重要視度３４．９％に対し満足度は２１．
７％と、重要視する水準、満足度ともに低い数値となっている。なお、公共交通に関
しては重要視度６３％に対し、満足度は２４．３％と低い数値にあるが上昇傾向にあ
る。こうしたことから、全体的には重要視度、満足度ともほぼ同水準にあると考える。

自治会など地域活動については、満足度などは若干増加しているものの、目標値
に対してはどれも下回る結果となった。特に、地域活動参加世帯の割合は、半数を
超えてはいるが目標を９ポイント近く下回っている。公共交通の便利さについては、
数値は２４．３％となっているが、前年並びに目標値を上回る結果となっている。

市内ＮＰＯ法人数については、県内同規模の甲斐市では２７件、笛吹市では２６件
と、３０件に満たない状況が続いているが、本市は４１件と高い数値となっている。地
域活動、自治会への加入については、他県ではあるが、人口等同規模の栃木県
真岡市と比較すると、自治体加入率が本市の７２．８％に対し、真岡市は７６．５
６％、地域活動への参加は本市が５１．２％に対し真岡市は４３．７％と、前後はある
がほぼ同じ水準となっている。

課題を解決し、施策の実現を図るための取り組み方針


